
チェーン方式により事業展開する食品関連事業者の取扱いについて 

 

 

(１)実施率目標の設定のあり方 

 
 
 
 
 
 
 
＜背景＞ 

・ 現行制度における食品循環資源の再生利用等の実施率目標は、個々の事業者が達

成すべきものとされていることから、チェーン形式により事業展開する食品関連事

業者の場合、統一ブランドを掲げるにもかかわらず、個々の店舗毎に取組や目標達

成状況が評価されることとなり、取組が非効率的なものとなるおそれが大きい（本

部直営の事業所は除く。）。 

・ 食品リサイクル法に基づく食品関連事業者は、その事業規模にかかわらず、食品

循環資源の再生利用等に取り組む責務を負うが、勧告から罰則に至る措置の対象と

なる者は、食品廃棄物の年間発生量が１００トンを越える者に限定されており、チ

ェーン業態の各店舗は、上記措置の対象外となる。この場合、取組へのインセンテ

ィブが強く働かない可能性がある。 

 

＜対応の方向＞ 

（1) 対応の方向 

 チェーン形式により事業展開する食品関連事業者については、個々の事業所（店

舗）をチェーン全体で一の事業者とみなし、再生利用等実施率の算定や指導等の対

象とできる措置を検討すべきではないか。 

  

 (2) 期待される効果 

 現状では、零細規模の小売業と同様な状況に置かれている個別店舗においても、

スケールメリットによる効率的な再生利用等の実施が見込まれる。 

   

(3) 課題 

・ 例外的な措置であり、強制した場合、対応の柔軟性を損なうおそれ 

・ 対象者の定義のあり方 

・ 法制面での検討が必要 

○食品リサイクル小委員会（農水省） 

・ コンビニ等フランチャイズ形式により広域的に統一された事業を展開してい

る食品関連事業者等においては、その取組を一事業者の行為として捉えること

により、再生利用等を実施しやすい効率的な体制を構築することが可能となる

よう、食品関連事業者のとらえ方について検討すべき。 

 

○生ごみ等３Ｒ・処理に関する検討会（環境省） 

・ チェーン全体で食品廃棄物を大量に排出している可能性の高いフランチャイズ

チェーン方式の食品関連事業者については、個々の個店を総体としてとらえ発

生抑制、再生利用等を算定することについて検討すべき。 

資料５ 



（参考１）
各種チェーン展開の比較について

事 項 レギュラー・チェーン ボランタリーチェーン 代理店・特約店フランチャイズ・チェーン

単一資本で、同一のチェーン 同じ標識を用い、同種の商品又 異なる経営主体同士が結合し 特定の事業者との特約によっ

名で、統一したイメージで運 はサービスを販売して事業を行 て、販売機能を多数の店舗にお て、その系列下に入り、一定の主な定義

営している店舗の組織形態 う本部と全ての加盟者が構成す いて展開すると同時に、情報等 地域内における独占的な販売権

る事実上の集団 を本部に集中化することによっ を与えてもらう代わりに、当該

て組織の結合を図り、仕入れ・ 事業者のマーケティング戦略に

販売等に関する戦略が集中的に 積極的に協力する商店

プログラム化させる仕組みとそ

の運営

本部が計画を立て、店舗が運 本部のパッケージを使用して加 意欲的な独立の商業者が結合し チャネルリーダーが商品・サー

営し、その結果を本部が管理 盟者が運営するため、統一性が てチェーン本体を組織し、その ビスを提供するだけでにく、人主な特徴

するという計画と運営の分離 求められるが、加盟者の経営は 支援によって加盟者の繁栄を図 的指導、物的支援、金融援助な

が見られる 本部と個別の経営体であり、経 り、もって地域社会及び広く世 どを行う流通専売体

営には自己責任性が高い 界に貢献することを目指す同士

結合体

単一資本 加盟者 加盟者 加盟者店舗の資本

本部指示 あっせん又は本部指示 本部仕入れ又は独自仕入れ 主宰が供給商品供給

必須 必須 一部あり 一部あり本部の指導・援助

本部 加盟者 加盟者 加盟者経営責任

完全統制 強い 本部により強弱の差がある 強弱の差がある本部統制

同一（垂直型命令系統） 垂直型の共同組織 水平型の同士意識 取引上の水平主義本部と店舗の関係

（本部の運営及びチェーン事業 （加盟者が本部の運営及びチェ

は独自に行う） ーンの事業に関する意志決定に

直接参画）

統一イメージ 統一イメージ 統一イメージを志向するが、全 統一イメージはあまりない店舗イメージ

てではない

102（H14） 1,088※ (H16) 128（H14） 不明チェーン数 １

9,137（H14） 225,957※ （H16） 44,633（H14） 不明店舗数 ２

※１：食品関係は 682

※２：食品関係は 166,370

（各種商品総合小売を含む）

出所： 社）日本フランチャイズチェーン協会、日本ボランタリーチェーン協会、経産省資料（



 
 
 
 
 

 

 
     

 

【参考：フランチャイズ事業のパターン】出典：「サービス・フランチャイズ研究会」資料（経済産業省） 

 フランチャイズ事業の形態は、単店舗展開と多店舗展開に大別される。また、後者は、単一業種での多店舗展開と複数業種での多

店舗展開に分けられる。 

なお、本部とマスター・フランチャイズ契約を結んだ者（マスター・フランチャイジー）が加盟者と契約を結ぶ形態もある。 






